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（別紙１）

２４時間対応の定期巡回・随時対応サービス事業実施要綱（案）

１ 目 的

居宅要介護者（介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第２項に規定する居

宅要介護者をいう。以下同じ。）に対し、介護と看護の連携の下で、２４時間対応で

短時間の定期巡回訪問サービスと通報システムによる随時の対応サービスを適宜・適

切に組み合わせて提供し、高齢者が住み慣れた地域の在宅で安心して生活を継続する

ための効果的なサービス提供のあり方について検証を行うことを目的とする。

２ 実施主体

事業の実施主体は市町村及び特別区（以下「市町村」という。）とする。ただし、

事業運営の一部を適切な事業運営が確保できると認められる指定夜間対応型訪問介護

事業者又は指定訪問介護事業者等に委託することができるものとする。

３ 事業の対象者

事業の対象者（以下「利用者」という。）は実施主体である市町村に居住する居宅

要介護者とする。

４ 事業の内容

本事業は市町村が行う次の事業とする。なお、事業の周知、広報、運営及び管理を含

むものとする。

（１） 定期巡回訪問サービス事業

利用者に対し、予め作成された計画に基づき、日常生活上の世話を必要に応じ

て１日数回程度提供する事業。原則として、そのサービス内容を行うのに要する

標準的な時間が１回当たり概ね２０分未満のものとする。

（２） 随時の対応サービス事業

利用者に対し、２４時間３６５日対応可能な窓口を設置し、当該窓口に利用者

からの電話回線その他の通信装置等による連絡又は通報等に対応する職員（以下
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「オペレーター」という。）を配置し、利用者からの通報内容に応じて随時の対

応（通話による相談援助、転倒時等における定期巡回訪問サービス事業以外の訪

問サービスの提供、医療機関等への通報等）を行う事業

（３） 事業内容の検証等に関する事業

市町村の職員、地域住民の代表者、地域包括支援センターの職員又は有識者等に

よる検討委員会を設置し、事業の企画並びに利用者の要介護度等及び介護保険サー

ビスに関するニーズの変化並びに本事業に要した経費及び人員体制等について検証

を行う事業

５ 事業の実施

（１）本事業については、４に掲げる事業のすべてを必須事業とする。

（２）事業の実施に当たっては、指定居宅介護支援事業所等と連携し、あらかじめ利

用者の心身の状況や他の介護保険サービスの利用状況を勘案し、適切なアセスメン

トに基づきサービスを提供すること。

（３）事業の実施に当たっては、地域の医療機関、利用者のかかりつけ医や指定訪問

看護事業所等との緊密な連携を確保し、利用者の医療・看護ニーズへの対応を迅速

に行う体制を確保すること。

（４）事業の実施に当たっては、配食サービスその他の生活支援サービス等の活用も

併せて検討すること。

（５）４の（１）及び（２）の訪問サービスは、介護福祉士、介護職員基礎研修修了

者、訪問介護員１級課程修了者又は訪問介護員２級課程修了者により提供すること。

（６）４の（２）のオペレーターについては、看護師、介護福祉士、医師、保健師、

社会福祉士又は介護支援専門員を充てることとする。なお、これらの者が１以上確

保されている場合であって、市町村が特に必要と認める場合にあっては、介護職員

基礎研修修了者、訪問介護員１級課程修了者又は訪問介護員２級課程修了者であっ

て実務経験３年以上を有する者を充てることは差し支えないものとする。

（７）事業の対象規模については、地域の実情に応じて適正に事業の運営が確保でき

る程度の利用者数を確保するよう努めること。

（８）利用者は４の（１）及び（２）の事業に要する経費の一部を負担することとす

る。
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６ 留意事項

（１）本事業を実施する市町村にあっては、４の（３）により検証を行った結果を厚

生労働省老健局振興課あて平成２３年１０月２１日までに中間報告を行うものと

し、平成２４年４月末日までに最終報告を行うものとする。

（２）４の（２）については、利用者に対し、事前のアセスメントに基づき、どのよ

うな場合に随時の訪問サービスを提供するのかについて説明を行うこと。

（３）本事業を指定介護保険サービス事業者等に委託して行う場合には、本事業に要

した経費と指定介護保険サービスに要した経費を明確に区分すること。

（４）本事業を委託する事業者の選定に当たっては、職員数、事業実績、事業の継続

可能性等も考慮し、適切に行うこと。


